
ち
ょ
っ
と
お
得
な
マ
ネ
ー
＆
ラ
イ
フ
入
門

第
161
回

令
和
８
年
度
の
税
制
改
正
大
綱
で
は
、
２
０
４
０
年
度
の
国
内
投
資
額
２
０
０
兆
円
と
い
う
官
民
目
標
の
実
現

に
向
け
、
企
業
の
大
胆
な
設
備
投
資
と
賃
上
げ
を
後
押
し
す
る
税
制
が
複
数
盛
り
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

今
回
は
、
そ
の
目
玉
と
し
て
新
設
さ
れ
る
「
大
胆
な
投
資
促
進
税
制（
特
定
生
産
性
向
上
設
備
等
投
資
促
進

税
制
）」
を
中
心
に
確
認
し
て
い
き
ま
す
。

大
胆
な
投
資
促
進
税
制
と
は
？

大
胆
な
投
資
促
進
税
制
と
は

　
「
大
胆
な
投
資
促
進

税
制
」は
、
国
内
投
資

の
拡
大
を
通
じ
て
企
業

の「
稼
ぐ
力
」
を
向
上

さ
せ
、
賃
上
げ
を
含
め
た
好
循
環
を

形
成
す
る
に
あ
た
り
、
高
付
加
価
値

化
の
た
め
の
一
定
の
規
模
以
上
の
設

備
投
資
を
促
進
す
る
こ
と
を
目
的
に

創
設
さ
れ
る
税
制
上
の
措
置
で
す
。

　
建
物
を
含
め
た
設
備
に
対
す
る
即

時
償
却
ま
た
は
最
大
７
％
の
税
額
控

除
を
認
め
る
点
が
大
き
な
特
徴
で
す
。

岩田 まり子
Mariko Iwata

大阪シティ信用金庫提携の（株）ライオン橋パ
ートナーズ代表取締役。大阪商工会議所セミ
ナー講師などを務める。

設備投資のチャンス！？

性
向
上
設
備
等
の
取
得
価
額
の

合
計
額
が
35
億
円
以
上（
中
小
企

業
者
ま
た
は
農
業
協
同
組
合
等

に
つ
い
て
は
５
億
円
以
上
）で
あ

る
こ
と

2 �

投
資
計
画
に
お
け
る
年
平
均
の

R
O
I（
投
資
利
益
率
）が
15
％

以
上
と
な
る
見
込
み
の
も
の
で

あ
る
こ
と

3 �

投
資
計
画
に
必
要
な
資
金
調
達

手
段
が
記
載
さ
れ
て
い
る
こ
と

4� �

投
資
計
画
が
取
締
役
会
等
の
適

切
な
機
関
の
意
思
決
定
に
基
づ

く
も
の
で
あ
る
こ
と

R
O
I（
投
資
利
益
率
）の
算
出
式

対
象
と
な
る
事
業
者
・
対
象
資
産

　
対
象
業
種
は
、
原
則
と
し
て
す
べ

て
の
業
種
で
す（
た
だ
し
、
貸
付
の

用
に
供
す
る
場
合
な
ど
一
部
の
業
種

は
対
象
外
と
な
り
ま
す
）。ま
た
、青

色
申
告
書
を
提
出
す
る
法
人
が
対
象

で
す
。

　
対
象
と
な
る
資
産
は
、
生
産
等
に

必
要
な
設
備
等
で
あ
り
、「
特
定
生

産
性
向
上
設
備
等
」（
仮
称
）に
該
当

す
る
も
の
で
す
。
具
体
例
と
し
て
は
、

機
械
装
置
、器
具
備
品
、工
具
、建
物
、

構
築
物
、
建
物
附
属
設
備
、
ソ
フ
ト

も
の（
税
額
控
除
４
％
ま
た
は
即
時

償
却
）、
ソ
フ
ト
ウ
ェ
ア
は
一
の
取

得
価
額
が
70
万
円
以
上
の
も
の（
販

売
目
的
の
も
の
を
除
く
。
税
額
控
除

７
％
ま
た
は
即
時
償
却
）で
す
。

措
置
期
間
と
他
の
税
制
と
の
関
係

　
令
和
11
年
３
月
31
日
ま
で
の
間
に

設
備
投
資
計
画
に
つ
い
て
法
律
に
基

づ
く
経
済
産
業
大
臣
の
確
認
を
受
け

た
場
合
、
当
該
確
認
日
か
ら
５
年
以

内
に
取
得
等
を
行
い
、
事
業
の
用
に

供
し
た
設
備
等
が
対
象
と
な
り
ま
す
。

取
得
や
事
業
供
用
ま
で
長
期
間
を
要

す
る
大
型
設
備
投
資
に
も
適
用
が
可

能
と
な
る
よ
う
、
長
い
適
用
期
間
が

設
定
さ
れ
て
い
る
点
が
特
徴
で
す
。

　
な
お
、
本
措
置
の
適
用
を
受
け
る

場
合
、
投
資
計
画
期
間
中
は
、
地
域

未
来
投
資
促
進
税
制
、
中
小
企
業
経

営
強
化
税
制（
繰
越
税
額
控
除
制
度

を
除
く
）、
カ
ー
ボ
ン
ニ
ュ
ー
ト
ラ

ル
に
向
け
た
投
資
促
進
税
制
を
併
用

し
て
適
用
す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。

（
賃
上
げ
・
国
内
投
資
要
件
）

　
中
小
企
業
者
等
ま
た
は
農
業
協
同

組
合
等
以
外
の
法
人
に
つ
い
て
は
、

前
期
よ
り
所
得
が
増
加
し
た
一
定
の

事
業
年
度
で
、
か
つ
、
次
の
い
ず
れ

か
に
該
当
す
る
場
合
、
本
制
度（
繰

越
税
額
控
除
制
度
を
除
く
）は
適
用

さ
れ
ま
せ
ん
。

1 �

継
続
雇
用
者
給
与
等
支
給
額
の

対
前
年
度
増
加
率
が
１
％
未
満

（
資
本
金
10
億
円
以
上
か
つ
常
時

使
用
従
業
員
1
0
0
0
人
以
上
、

ま
た
は
常
時
使
用
従
業
員

2
0
0
0
人
超
の
場
合
は
２
％

未
満
）で
あ
る
こ
と

2 ��

国
内
設
備
投
資
額
が
当
期
償
却

費
総
額
の
30
％
以
下（
同
条
件
の

場
合
は
40
％
以
下
）で
あ
る
こ
と

ま
と
め

　
「
大
胆
な
投
資
促
進
税
制
」は
、建

物
を
含
む
大
規
模
な
設
備
投
資
に
つ

い
て
即
時
償
却
ま
た
は
最
大
７
％
の

税
額
控
除
を
認
め
る
、
予
見
可
能
性

の
高
い
新
た
な
税
制
で
す
。

　
適
用
を
検
討
す
る
際
は
必
ず
最
新

情
報
を
確
認
す
る
よ
う
に
し
ま
し
ょ

う
。

措
置
の
内
容（
即
時
償
却・税
額
控
除
）

　
事
業
者
の
判
断
で
、
設
備
ご
と
に

即
時
償
却
と
税
額
控
除
の
い
ず
れ
か

を
選
択
し
て
適
用
で
き
ま
す
。
税
額

控
除
率
は
設
備
の
種
類
に
よ
り
異
な

り
、
建
物
・
建
物
附
属
設
備
お
よ
び

構
築
物
は
４
％
、
そ
れ
以
外
の
設
備

は
７
％
で
す
。
税
額
控
除
の
控
除
上

限
は
法
人
税
額
の
20
％
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

　
ま
た
、
予
見
し
に
く
い
国
際
経
済

事
情
の
急
激
な
変
化
に
対
応
す
る
た

め
の
計
画
に
つ
い
て
、
法
律
に
基
づ

く
認
定
を
受
け
た
事
業
者
に
つ
い
て

は
、
控
除
し
き
れ
な
か
っ
た
額
の
繰

越
税
額
控
除（
３
年
間
）が
可
能
で
す
。

　
設
備
の
種
類
ご
と
の
取
得
価
額
要

件
と
税
額
控
除
率
は
、
お
お
む
ね
次

の
と
お
り
で
す
。
機
械
装
置
は
一
台

ま
た
は
一
基
の
取
得
価
額
が

1
6
0
万
円
以
上
の
も
の（
税
額
控

除
７
％
ま
た
は
即
時
償
却
）、工
具
・

器
具
備
品
は
そ
れ
ぞ
れ
1
2
0
万

円
以
上
の
も
の（
税
額
控
除
７
％
ま

た
は
即
時
償
却
）、
建
物
は
一
の
取

得
価
額
が
1
0
0
0
万
円
以
上
の

大きな設備投資向けの

「大胆な設備促進税制」「大胆な設備促進税制」が
始まります！

適用要件をしっかり確認の上
対象となりそうな方は

是非、検討を！！

●対象：原則全事業者
　●対象資産：建物も
　　　含む一定の設備
　　　　●即時償却
　　　　　 or税額控除

建物が老朽化し

ていて建て替え

が必要かも…

経済産業省「令和8年度税制改正  大胆な投資促進税制」を基に作成

措置内容（税制インセンティブ）

ウ
ェ
ア
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
事
業
者

は
、
対
象
資
産
ご
と
に
即
時
償
却
ま

た
は
税
額
控
除
の
い
ず
れ
か
を
選
択

し
て
適
用
で
き
ま
す
。

投
資
計
画
の
要
件

　
本
税
制
の
適
用
を
受
け
る
に
は
、

改
正
法
施
行
日
か
ら
令
和
11
年
３
月

31
日
ま
で
の
間
に
、
投
資
計
画
に
つ

い
て
経
済
産
業
大
臣
の
確
認
を
受
け

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。主
な
要
件
は

次
の
と
お
り
で
す
。

1 �

投
資
計
画
に
記
載
さ
れ
た
生
産

是非
　検討
　　いかが
　　　ですか！

設備の種類 取得価額 税額控除率
機械装置 一台または一基の取得価額が160万円以上のもの 税額控除７％ or即時償却

工具
および器具備品

それぞれ一台または一基の取得価額が120万円以上のもの（それぞ
れ一台または一基の取得価額が40万円以上で、かつ、一事業年度に
おけるその取得価額の合計額が120万円以上のものを含む）

税額控除７％ or即時償却

建物 一の取得価額が1000万円以上のもの 税額控除4％ or即時償却

建物附属設備
および構築物

それぞれ一の取得価額が120万円以上のもの（建物附属設備につい
ては、一の取得価額が60万円以上で、かつ、一事業年度におけるそ
の取得価額の合計額が120万円以上のものを含む）

税額控除4％ or即時償却

ソフトウェア 一の取得価額が70万円以上のもの（販売目的のソフトウェアは除く） 税額控除７％ or即時償却

　
減
価
償
却
費
は

会
計
上
の
減
価
償

却
費
を
、
設
備
投

資
額
は
設
備
の
取

得
等
を
す
る
年
度

に
お
け
る
そ
の
取

得
等
を
す
る
設
備

の
取
得
価
額
の
合

計
額
を
指
し
ま
す
。

ROI（投資利益率）の算出式

（営業利益 ＋ 減価償却費）÷
設備投資額 × 100 

※�参照先： 経済産業省「令和８年度 経済産業関係 税制改正について」／中小企業庁「中小企業等経営強化法
に基づく支援措置活用の手引き（令和８年度税制改正対応版）」／財務省「令和８年度税制改正の大綱の概要」 2026.8　せんだぎ　0607　2026.8　せんだぎ


